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千代川水系大規模氾濫時の減災対策協議会

取組方針について

令和3年 ６月
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取組方針（改正案）の策定の背景

●鳥取市、鳥取県、鳥取地方気象台、中国地方整備局で構成する千代川水系大規模

氾濫時の減災対策協議会は、平成28年8月に「千代川水系の減災に係る取組方

針」を策定した。

●千代川流域の氾濫特性や治水事業の現状を踏まえ、減災に向けた具体的なハー

ド・ソフト対策を掲げ、令和２年度を目途に関係機関が連携の上、取組を推進

してきた。

●これまでの５年間において、ハード対策は概ね目標を達成した。ソフト対策に

ついても多くの取組が推進されてきたが、多機関連携タイムラインや訓練等の

継続的に実施すべき取組や、新たな課題を踏まえた取組を進めていく必要があ

るといえる。

●気候変動等の影響による、近年の激甚化した水災害リスクの増大に備え、引き

続き関係機関が連携し、減災対策を強力に推進するため 「千代川水系の減災に

係る取組方針（改正案）」を策定する。



取組方針の変更点について

【5年間で達成すべき目標】の達成に向けた3本柱の見直し

3本柱
（旧）

3本柱
（新）

「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく
千代川水系の減災に係る取組方針

令和2年5月27日

「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく
千代川水系の減災に係る取組方針【改正案】

令和3年6月 日

3
本
柱
の
見
直
し

① 円滑かつ迅速な避難のための取組

② 被害軽減の取組

③ 氾濫水の排除、浸水被害軽減に関する取組

以下の項目は、国交省のみ実
施のため、3本柱としては除外。

・防災施設の整備等
・減災・防災に関する国の支援

「取組方針（改正案）」の作成にあたり、
緊急行動計画に合わせて、 「概ね5年で

実施する取組」の大項目の修正、及び取
組項目の並び替えを実施。

減災対策協議会構成機関
が共通して取り組む、３つの
大項目を3本柱として設定。

新たな
3本柱の策定。

「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画の改定（H31.1.29）と整合を図るため、見直しを行った。

「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画の改定(H31.1.29)
『「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく千代
川水系の減災に係る取組方針【改正案】』より抜粋

大項目の修正

① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ適確な避難行
動のための取組

② 生命と財産を守る水防活動と日常生活を取り戻
すための排水活動の強化

③ 地域住民の防災意識向上と防災関係者の災害
対応能力向上を目的とした防災研修の拡充
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㊽出水期前にホットラインの構築状況、タイミングを確認

⑦住民、福祉施設入所者等の避難行動要支援者、道路・交通管理者、民間企業、マスコミ、ダム管理者 等と連携したタイムラインの運用

⑨災害時・平常時におけるSNS、二次元コード等を活用した より分かりやすい防災情報の提供

㉗要配慮者利用施設・関係各課と連携した、情報伝達訓練や避難訓練、講習会の計画の検討

㊾内水浸水想定区域図の作成・公表

㊿内水浸水想定区域図に基づく内水ハザードマップの作成・公表

浸水実績等の周知

⑩公共施設や電柱等へ浸水深表示板の設置を検討・実施 （まるごとまちごとハザードマップ）

㊲防災学習の指導内容に合わせた教材等の作成

⑱川の防災情報や 水害リスクライン 等の有効性の周知

避難訓練への地域住民の参加促進

㊴地域住民等を対象としたマイ・タイムライン作成 出前講座等の実施
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令和3年度以降の新たな取組方針に向けて（更新・追加取組項目）

 本資料では新たな取組方針における更新項目、追加項目を中心に、取組項目（抜粋）について確認を行う。
 なお、今回新たに更新、修正を行った取組項目、新規追加を行った取組項目、及び継続する取組項目の抜粋を以

下に示す。

【凡例】
・黒字：継続取組項目
・青字：更新取組項目
・赤字：新規追加取組項目
・下線：修正箇所。
・★：P.4以降に事例を記載。

○円滑かつ迅速な避難のための取組

○被害軽減の取組
災害拠点病院等の施設管理者への情報伝達の充実

○防災施設の整備等
㊶フラップ化等の無動力化を優先的に整備する対象施設を抽出し、順次整備を実施。

㊸災害発生時に被災状況やTEC-FORCE 等による支援活動を情報提供し、地方公共団体間の相互支援を促し、災害対応力の向上を
図る。

○減災・防災に関する国の支援

排水作業準備計画に基づいたシミュレーション（机上訓練、実地訓練等）の実施

○氾濫水の排除、浸水被害軽減に関する取組

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★
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⑦住民、福祉施設入所者等の避難行動要支援者、道路・交通管理者、民間企業、マスコミ、
ダム管理者等と連携したタイムラインの運用

 令和3年度に向けた修正項目では、“マスコミ、ダム管理者”を追加記載。
 住民の命を守り、経済被害を最小化することを目的として、各機関が連携した多機関連携タイムライ

ンの運用中。
 今後も継続して運用の実施を行う。

 検討会⽇時︓8⽉28⽇（⾦）14時〜15時30分
 場所︓⿃取県東部庁舎 講堂
 実施内容
①「千代川⽔害タイムライン」について

・千代川⽔害タイムライン（令和元年度版）完成報告
・千代川⽔害タイムラインについて（詳細版、⾃機関早⾒表）
・千代川⽔害タイムラインの運⽤について

② 情報伝達訓練について
・翌週実施する情報伝達訓練の実施⽅法・訓練シナリオを説明 これまでの振り返りと本年

度の新たな顔合わせのため、
昨年度の「千代川⽔害タイム
ライン」完成報告等を実施。

タイムラインの実運⽤に向
けて、情報収集に役⽴つ「⽔
害リスクライン」や「川の防
災情報」等の紹介を実施。

令和2年度 千代川⽔害タイムライン検討会（第1回）

令和2年度 情報伝達訓練

令和2年度千代川⽔害タイムライン
検討会（第1回）の様⼦

 訓練⽇時︓9⽉2⽇（⽔）14時〜16時
 実施内容︓状況に応じたフェーズ毎に、各機関がメーリングリスト宛に

メールで情報を発信。
 訓練時に発信されたメール（例）

TL

レ
ベ
ル
の
移
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の
開
設
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⑨災害時・平常時におけるSNS、二次元コード等を活用したより分かりやすい防災情報の提供

 住民へのより分かりやすい防災情報の提供として、近年浸透しているSNS、二次元コード等を活用
を取組項目に反映。

 自機関のSNS活用により、住民への正確かつリアルタイムな情報提供が可能。
⇒Twitterであればフォロワーが増加するほど幅広い周知につながる。
⇒各機関が連携し、 相互フォローやリツイート等を実施することで、更なる効果が期待できる。

 インターネット、チラシ、新聞、テレビ等、様々な媒体を通じた二次元コードの掲載によって、その時
必要な情報を収集可能になること、また住民自らが情報を取得する促進効果が期待できる。

鳥取河川国道事務所Twitter

防災気象情報（気象庁）

水位情報、事務所体制について（出雲河川事務所）

逃げなきゃコールの周知

（国土交通省）
TV番組 L字放送による二次元コード掲載イメージ



6

㉗要配慮者利用施設・関係各課と連携した､情報伝達訓練や避難訓練、講習会の計画の検討

 令和３年度は、千代川の洪水浸水想定区域内の全ての要配慮者利用施設において避難確保計画
を策定するため、作成に向けた支援や講習会等を実施。

 施設利用者の確実な避難に向け、避難確保計画に基づいた情報伝達訓練や避難訓練を実施。

令和2年7⽉豪⾬で浸⽔した
特別養護⽼⼈ホーム（熊本県）

 作成した避難確保計画の実行性を把握・点検し、発災
時の実際の手順等を確認しておくことが有効である。

 避難確保計画の被害想定に基づいた避難訓練を行い、計
画の実行性（計画通りに行動できるか、改善点はないか）を
確認する。

 避難訓練結果を参考に、避難確保計画の改善につなげる。

避難確保計画に基づく避難訓練

福祉車両を利用した避難の様子

出典：令和2年7月豪雨災害を踏まえた高齢者
福祉施設の避難確保に関する検討会

施設利用者との避難訓練避難確保計画の策定に向けた講習会
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㊾内水浸水想定区域図の作成・公表
㊿内水浸水想定区域図に基づく内水ハザードマップの作成・公表

 「既往最大降雨」等を想定した、内水浸水想定区域図及び内水ハザードマップを作成し、公表。

 ⽔防法第14条2に基づき、 「⽔位周知下⽔道」では、
想定最⼤規模降⾬による内⽔の浸⽔区域を⽰すこと
とされた。

▼内⽔ハザードマップの例

▼参考︓下⽔道の総合的な浸⽔対策
（出典︓国⼟交通省都市・地域整備局下⽔道部）
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 気象台が中心となり、防災教育を実施
 気象台が中心となり学校教育関係者向け研修を実

施
 気象庁e-ラーニング教材「大雨のときにどう逃げる」

を作成

気象庁e‐ラーニング教材 「大雨のときにどう逃げる」

学校防災教育

鳥取地方気象台 鳥取県

 近年発生した災害の教訓を踏まえた、小学校への
防災教育の実施

 地元自主防災会と連携し、防災学習の一環として浸
水表示板の設置をモデル的に取り組む

㊲防災学習の指導内容に合わせた教材等の作成



 鳥取市及び鳥取河川国道事務所により、鳥取市菖蒲地区の住民に対して『鳥取市マイ・タイムライ
ン』を活用したワークショップを開催。

 『鳥取市総合防災マップ』を参照しながら、自宅の水害リスクや、避難場所までの避難ルート、各警戒
レベルでのとるべき行動について、住民同士で意見交換を行いながら住民一人一人のマイ・タイムラ
インを作成。

 開催⽇時︓令和2年12⽉19⽇（⼟）16時00分〜17時30分
 開催場所︓⿃取市菖蒲集会所
 受講者数︓21名

① ⿃取市総合マップの⾒⽅
② 想定するシナリオ
③ マイ・タイムラインの作成

④ 安全な避難のための⼯夫
⑤ 質疑応答

・Step.1 「⾃宅の⽔害リスクの確認」
・Step.2 「安全な避難先の検討」
・Step.3 「避難場所までの避難経路の検討」
・Step.4 「避難を⾏うための準備や所要時間の検討」
・Step.5 「⾮常持出品」
・Step.6 「警戒レベル毎の私がとる⾏動チェックリスト」

 実施内容

■ワークショップを終えた住⺠の感想
• 「⾼齢者が多いので、避難⽅法としてはまず⾞で逃げざるを得ない。排⽔機

場が機能しない場合は徒歩での避難となる。警戒レベル3の時間が⾮常に短
く、避難準備する時間が取れないのではないかと懸念している。」

• 「⾃宅が千代川の⽬の前にあり、他の⼈よりも早めに避難しなければならな
い。判断する情報は⼤⾬警報や洪⽔警報等の情報だと思うが、千代川の⽔位
を⾒ながら、警戒レベル3などの情報を基に⾃分で判断し避難をする。」

⿃
取
市
マ
イ
・
タ
イ
ム
ラ
イ
ン

⿃
取
市
総
合
防
災
マ
ッ
プ

「⼤きな洪⽔が来たときに、どの
ような避難⾏動をとるのか。
皆さんで意⾒交換をしながら⼀⼈
⼀⼈の『マイ・タイムライン』を
考えてみてください。

⿃取河川国道事務所 浜⽥副所⻑

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
様
⼦
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㊴地域住民等を対象としたマイ・タイムライン作成出前講座等の実施



10

 災害拠点病院等の施設管理者への迅速・確実な情報伝達を目指し、以下の取組等を充実する。
例①：施設管理者や一般住民に迅速・確実に情報伝達が可能となる防災情報システムの構築：現地

映像（被害現場の写真等）の情報収集の迅速化、システム構成のクラウド化など
例②：災害拠点病院に防災無線を配備（定期的に通信訓練を実施）
例③：Twitter等によるSNS上の公式アカウントの積極的な活用

【例①：防災情報システムのイメージ】 【例②：防災無線（IP無線機）】

災害拠点病院等の施設管理者への情報伝達の充実53
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排水作業準備計画に基づいたシミュレーション（机上訓練、実地訓練等）の実施

 排水ポンプ車による排水作業準備計画（案）を策定。
 訓練では、排水ポンプ車や照明車等の運転経路の検討や配置訓練及び操作訓練を行い、迅速な

排水に備える。

排水訓練の実施（イメージ）排水作業準計画（案）の策定

排水ポンプ車配置箇所：氾濫水の集水箇所
であり、水路を釜場に使用できる排水機場・
樋門樋管付近の堤防天端を設定。
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河川水位上昇による水圧でゲートが閉鎖する構造であり、人
為的な動力を必要としない。

洪水時に操作が必要ないため、従来の引上式ゲートのように
操作員が危険に晒されることが無くなる。

施工順序

➀進入路設置

➁既設構造物撤去
掘削

➂コンクリート打設

➃ゲート設置

ゲート改良概要

出典：旭ｲﾉﾍﾞｯｸｽｶﾀﾛｸﾞより

整備効果

麻生排水樋管

現況写真 現在の引上式ゲートを
フラップゲートへ変更

□ 千代川下流維持⼯事 −施⼯概要− 千代水出張所

完成フラップゲート

工事名：千代川下流維持工事
工 期：令和2年4月1日

～令和3年3月31日
□施工予定時期
：令和2年10月20日～

工
事
概
要

施工s進捗に応じて規制実施

㊶フラップ化等の無動力化を優先的に整備する対象施設を抽出し、順次整備を実施
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㊸災害発生時に被災状況やTEC-FORCE等による支援活動を情報提供し、地方公共団体間
の相互支援を促し、災害対応力の向上を図る

 大規模自然災害への備えとして、迅速に地方公共団体等へ支援するためにTEC-FORCE を設立
 TEC-FORCEは、大規模な自然災害等に際して、被災自治体が行う被災状況の迅速な把握、被害

の拡大や二次災害の防止、被災地の早期復旧等に対する技術的な支援を円滑かつ迅速に実施

【令和元年６月からの大雨に伴う派遣】 【令和元年台風第19号時に伴う派遣】

排水ポンプ車による排水作業（応急対策班）

排水ポンプ車による排水作業（応急対策班）


